
川崎市民間建築物吹付けアスベスト対策事業補助制度要綱 

 

平成１９年３月１６日 

１８川ま市整第１６４２号 

市 長 決 裁 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、民間建築物の壁、柱、天井等に吹付けられたアスベストの飛散による市

民の健康障害を予防し、その生命及び身体の保護を図るため、建築物の所有者等が行うアス

ベスト含有調査及びアスベスト除去等の事業に要する経費に対し、その費用の一部を補助す

ることについて、必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ次の各号に定めるとこ

ろによる。 

（１）吹付けアスベスト等 

吹付けアスベスト及び吹付けロックウールでその含有するアスベストの重量が当該建築

材料の重量の０．１％を超えるものをいう。 

（２）建築物 

建築基準法第２条第１号に規定するものをいう。 

（３）民間建築物 

国、地方公共団体その他の公共団体又はこれらの者に準ずる者が所有権等を有する建築

物以外の建築物をいう。 

（４）補助対象事業 

この要綱に定めるところにより第３条に規定する補助対象建築物について行う次の事業

をいう。 

  ア アスベスト含有調査 

建築物の壁、柱、天井等に施工されている吹付け建材について行うアスベスト含有の有

無に係る調査で、建築物石綿含有建材調査者（建築物石綿含有建材調査者講習等登録規程

（平成３０年厚生労働省・国土交通省・環境省・告示第１号）第２条第２項で規定する

「一般建築物石綿含有建材調査者」、第３項で規定する「特定建築物石綿含有建材調査者」

及び第４項で規定する「一戸建て等石綿含有建材調査者」をいう。以下同じ。）による調

査に基づき実施するものをいう。 

イ アスベスト除去等 

建築物の壁、柱、天井等に露出して吹き付けられた吹付けアスベスト等について行う除

去、封じ込め又は囲い込みの措置で、その事業の計画の策定等を建築物石綿含有建材調査

者が行うとともに、当該計画に基づく現場体制に基づき実施するものをいう。 

（５）施行者 

   次のいずれかに該当する者をいう。 

  ア 第３条に規定する補助対象建築物を自ら所有する者 

 イ マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成１２年法律第１４９号）第２条



第４号に規定する管理者等 

（６）敷地 

   建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１条第１号に規定するものをいう。 

（補助対象建築物） 

第３条 アスベスト含有調査の補助対象建築物は、次の各号に適合するものとする。 

（１）吹付けアスベスト等が施工されているおそれのある民間建築物で、平成１８年９月３０

日以前に建築確認を得て着工されたもの。（大規模な事業者として別に定める者が所有権等

の権利を有するものを除く。） 

（２）アスベスト含有調査及びアスベスト除去等に関し、この要綱以外の補助金交付を受けて

いないこと。 

（３）敷地内において、この要綱に基づく同一事業の補助金の交付を受けていないこと。 

２ アスベスト除去等の補助対象建築物は、次の各号に適合するものとする。 

（１）多数の者が利用する民間建築物（多数の者が共同で利用する部分に限る（付属する電気

室、機械室等を含む。）。）として別に定めるもので、吹付けアスベスト等が露出して施工さ

れているもの。ただし、引き続き利用するものに限る。（大規模な事業者として別に定める

者が所有権等の権利を有するものを除く。） 

（２）アスベスト含有調査及びアスベスト除去等に関し、この要綱以外の補助金交付を受けて

いないこと。 

（３）敷地内において、この要綱に基づく同一事業の補助金の交付を受けていないこと。 

（４）建築基準法等に違反していない建築物であること。 

（施行区域） 

第４条 この要綱に基づき行われる事業の施行区域は、川崎市全域とする。 

（補助金） 

第５条 市長は、この要綱に基づき行われる事業の施行者に対して、予算の範囲内で補助対象

事業に要する費用（消費税及び地方消費税相当額を除く）のうち、アスベスト含有調査にお

いては１０分の１０以内の額、アスベスト除去等においては３分の２以内の額とし、その額

に１，０００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額を補助することができる。

ただし、次の各号に定める額を限度とする。 

（１）アスベスト含有調査 １５万円（一か所調査の場合） 

２５万円（複数か所調査の場合） 

（２）アスベスト除去等 ３００万円 

２ 市長は、前項各号に掲げる条件のほか、施行者による補助対象事業の発注に関し、市内中

小企業者（川崎市補助金等の交付に関する規則（平成１３年３月２１日規則第７号）第５条

第２項にいう中小企業者。以下同じ。）の受注の機会の増大を図るために、次に掲げる条件を

付するものとする。 

（１）補助金等の交付申請額が１００万円を超える場合、１件の金額が１００万円を超える契

約について、市内中小企業者により入札を行い、又は２者以上の市内中小企業者から見積

書の徴取を行わなければならないこと。ただし、市長が契約の性質上これらの方法により

難いと認める場合又はその必要がないと認める場合は、この限りでない。 

（２）その他市長が必要と認める条件 



（補助金の交付申請及び決定等） 

第６条 施行者は、アスベスト含有調査に係る補助金の交付を申請しようとするときは、川崎

市民間建築物吹付けアスベスト対策事業費補助金交付申請書（アスベスト含有調査）（第１号

様式）に、アスベスト除去等に係る補助金の交付を申請しようとするときは、川崎市民間建

築物吹付けアスベスト対策事業費補助金交付申請書（アスベスト除去等）（第２号様式）に、

それぞれ添付書類を添えて市長に申請しなければならない。 

２ 施行者は、第５条第２項第１号の規定により市内中小企業者から見積書を徴取する場合は、

市内中小企業者であることの誓約書（第１３号様式）を提出させるものとする。ただし、見

積書徴取先が、川崎市競争入札参加資格名簿に地域区分が市内かつ企業規模が中小として登

録されている者である場合は、この限りでない。 

３ 施行者は、第５条第２項第１号の規定にある市内中小企業者による入札又は２者以上の市

内中小企業者からの見積徴取をし難い事由がある場合、市長に入札（見積り）が行えないこ

とに係る理由書（第１４号様式）を提出しなければならない。 

４ 市長は、第１項の申請があった場合において、その内容を審査し、補助金を交付すること

を決定したときは、川崎市民間建築物吹付けアスベスト対策事業費補助金交付決定通知書

（第３号様式）により施行者に通知するものとする。 

５ 第１項の規定に関わらず、施行者は補助金申請前に、円滑かつ確実に申請が受理されるよ

う、原則として予め事前相談を行うものとする。 

６ 施行者は、第４項の補助金の交付決定を受けた事業に契約を締結して着手するときは、事

業着手前に川崎市民間建築物吹付けアスベスト対策事業着手事前届（第４号様式）に添付書

類を添えて市長に報告しなければならない。 

（事業内容等の変更） 

第７条 施行者は、前条第４項の補助金の交付決定を受けた事業の内容又は補助金の額等を変

更するときは、軽微な変更を除き、川崎市民間建築物吹付けアスベスト対策事業費補助金変

更承認申請書（第５号様式）に変更に関する添付書類を添えて、市長に申請し承認を得なけ

ればならない。 

２ 前項に規定する軽微な変更は、アスベスト含有調査における減額（当初の事業目的を変更

しない範囲のものに限る。）とする。 

３ 市長は、第１項による申請があった場合において、その変更の内容を審査し、承認するこ

とを決定したときは、川崎市民間建築物吹付けアスベスト対策事業費補助金変更承認通知書

（第６号様式）により施行者に通知するものとする。 

（事業完了期日の変更） 

第８条 施行者は、補助対象事業が第６条第４項の通知に付された期日までに完了しないとき

は、川崎市民間建築物吹付けアスベスト対策事業完了期日変更報告書（第７号様式）に添付

書類を添えて、市長に報告しなければならない。 

（事業の中止又は廃止） 

第９条 施行者は、やむを得ない事情により補助対象事業を中止又は廃止しようとするときは、

川崎市民間建築物吹付けアスベスト対策事業中止（又は廃止）届（第８号様式）を市長に提

出しなければならない。 

（完了実績報告） 



第１０条 施行者は、補助金対象事業が完了したときは、川崎市民間建築物吹付けアスベスト

対策事業完了実績報告書（第９号様式）に添付書類を添えて、市長に報告しなければならな

い。 

２ 前項に定める添付書類のうち発注実績報告書（第１５号様式）については、交付決定額が 

１００万円を超える場合、１件の金額が１００万円を超える契約について提出するものとす

る。 

３ 第１項の報告は、原則として事業の完了後３０日以内又は事業が完了した日に属する年度

の１月末日のいずれか早い日までに報告しなければならない。 

（補助金の額の確定） 

第１１条 市長は、前条第１項の報告を受けた場合において、その報告の内容が補助金の交付

の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めるときは、補助金の額を確定し、川崎

市民間建築物吹付けアスベスト対策事業費補助金額の確定通知書（第１０号様式）により施

行者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１２条 施行者は、前条の通知を受けた場合においては、川崎市民間建築物吹付けアスベス

ト対策事業費補助金交付請求書（第１１号様式）に次に掲げる書類を添えて、市長に補助金

の請求をしなければならない。 

（１）口座情報がわかる預金通帳等の写し 

２ 市長は、前項の請求に基づき、補助金を交付するものとする。 

（指導等） 

第１３条 市長は、適正な交付を行うため必要と認めるときは、現地調査を実施し又は事業を

適正に行うよう施行者に指導することができる。 

２ 市長は、指導の結果の報告を求めることができる。 

（交付決定の取消し） 

第１４条 市長は、施行者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金の交付の

決定の全部又は一部を取り消すことができる。この場合において、市長は、川崎市民間建築

物吹付けアスベスト対策事業費補助金交付決定取消通知書（第１２号様式）により施行者に

通知するものとする。 

 (1) 虚偽の申請その他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

 (2) 正当な理由なしに、補助金の交付請求を行わなかったとき。 

(3) その他市長が不適当と認める事由が生じたとき。 

(4) 前３号のほか、この要綱又は関係法令に違反したとき。 

（補助金の返還） 

第１５条 市長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、補助事

業等の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めて、

その返還を施行者に命ずるものとする。 

（施行者等の義務） 

第１６条 施行者は、アスベスト除去等の完了後においても、当該補助対象建築物について常

時適正な維持保全に努めなければならない。 

２ 施行者は、補助対象事業に係る補助金の執行等に関し、市長が必要な調査をしようとする



ときは、これに協力しなければならない。 

３ 施行者は、補助対象事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び書類、その他事業の

実施の経過を明らかにするための書類を備え付け、事業年度及びその次年度から１０年間保

存しなければならない。 

（委任） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、まちづくり局長が別に定める。 

（その他） 

第１８条 この要綱に定めのない事項については、川崎市補助金等の交付に関する規則（平成

１３年規則第７号）、社会資本整備総合交付金交付要綱及び関係法令等によるものとする。 

附 則（平成１９年３月１６日１８川ま市整第１６４２号） 

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年６月１日２１川ま情第４１７号） 

この要綱は、平成２１年６月１日から施行する。 

附 則（平成２４年４月２日２４川ま情第３００号） 

この要綱は、平成２４年４月２日から施行する。 

附 則（平成２８年４月１日２８川ま建管第１７０号） 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年３月３０日２９川ま建管第３１３６号） 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（平成３１年３月２６日３０川ま建指第８２５号） 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月１８日３１川ま建指第５９４号） 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年２月２５日２川ま建指第４９８号） 

この要綱は、令和３年３月１日から施行する。 

附 則（令和８年８月２８日８川ま建指第２６６号） 

この要綱は、令和８年９月１日から施行する。 



 

 
 

第１号様式（第６条関係） 

     年   月   日  

 

（あて先）川崎市長 

 

              施 行 者  住   所 

 

                     氏   名                

 

 

川崎市民間建築物吹付けアスベスト対策事業費補助金 

交付申請書 

（アスベスト含有調査） 

 

川崎市民間建築物吹付けアスベスト対策事業（アスベスト含有調査）について補助金の交付

を受けたいので、川崎市民間建築物吹付けアスベスト対策事業補助制度要綱第６条第１項の規

定により、添付書類を添えて次のとおり申請します。 

 

１ 申請建築物 

（１） 所在地 

（２） 名 称 

 

２ 補助事業の完了予定期日 

      年  月  日 

 

３ 交付申請額 

         千円 

 

４ 交付申請額の算出方法等（別紙のとおり） 

 

 

 

 



 

 
 

別紙（アスベスト含有調査） 

１ 交付申請額の算出方法 

事業費（A）（注１） 円 

補助基本額（B）=A×１０／１０（注２） 円 

補助限度額（C）（注３） 円 

交付申請額（D）=B 又は C のいずれか少ない額 円 
（注１）事業費（A）は、実際に要する費用（消費税を除く）の額を記載してください。 
（注２）補助基本額（B）は、千円単位の額（千円未満切り捨て）を記載してください。 
（注３）補助限度額（C）は、一か所の調査であれば 150,000 円、複数か所であれば 250,000 円と記載し

てください。 

 

２ 補助対象建築物の概要 

名称  

所在地 川崎市  区 

用途  

構造     造   階建て（地上  階・地下  階） 

規模 延べ面積        ㎡ 

建築年月 昭和・平成   年  月 

分析による調査を 

要する箇所 

室名等＝ 

部位（壁・天井）等＝ 

吹付け材施工面積（合計）＝        ㎡ 

 

３ 添付書類 

（１） 建築物の案内図、配置図、平面図（調査対象の吹付け材施工範囲を表示） 

（２） 現況写真（建物外観及び吹付け材施工部分） 

（３） 事業費算出の根拠資料（見積書等の写し） 

（４） 管理組合の総会における決議書等の写し 

（５） 法人の従業員数又は資本金等が確認できる書類（法人に係る履歴事項全部証明書の写し） 

（６） その他市長が必要と認める書類 

※ 同一年度に事前相談を行い、事前相談票に添付した書類は改めて添付する必要ありません。 

 

 



 

 
 

第２号様式（第６条関係） 

    年   月   日  

 

（あて先）川崎市長 

 

              施 行 者  住   所 

 

                     氏   名                

 

 

川崎市民間建築物吹付けアスベスト対策事業費補助金 

交付申請書 

（アスベスト除去等） 

 

川崎市民間建築物吹付けアスベスト対策事業（アスベスト除去等）について補助金の交付を

受けたいので、川崎市民間建築物吹付けアスベスト対策事業補助制度要綱第６条第１項の規定

により、添付書類を添えて次のとおり申請します。 

 

１ 申請建築物 

（１） 所在地 

（２） 名 称 

 

２ 補助事業の完了予定期日 

     年  月  日 

 

３ 交付申請額 

         千円 

 

４ 交付申請額の算出方法等（別紙のとおり） 

 

 

 

 



 

 
 

別紙（アスベスト除去等） 

１ 交付申請額の算出方法 

事業費（A）（注１） 円 

補助基本額（B）=A×２／３以下（注２） 円 

補助限度額（C） ３，０００，０００円 

交付申請額（D）=B 又は C のいずれか少ない額 円 
（注１）事業費（A）は、実際に要する費用（消費税を除く）の額を記載してください。 
（注２）補助基本額（B）は、千円単位の額（千円未満切り捨て）を記載してください。 

２ 補助対象建築物の概要 

名称  

所在地 川崎市  区 

用途  

構造     造   階建て（地上  階・地下  階） 

規模 延べ面積        ㎡ 

建築年月 昭和・平成   年  月 

除去等の工事を 
要する箇所 

室名等＝ 
部位（壁・天井）等＝ 
吹付け材施工面積（合計）＝        ㎡ 

工事の内容 □ 除去  □ 封じ込め  □ 囲い込み 

吹付け材の現状 □ 多数の者が共同で利用する部分に施工されている。 
（                          ） 

□ 露出して吹き付けられている。 
（                          ） 

建築基準法による 
耐火性能 

□ 要求あり 
□ 要求なし 

３ 添付書類 

（１） 建築物の案内図、配置図、平面図（除去等工事対象の吹付け材施工範囲を表示） 
（２） 現況写真（建物外観及び吹付け材施工部分） 
（３） 事業費算出の根拠資料（見積書等の写し。交付申請額が 100 万円を超える場合、１件の

金額が 100 万円を超える契約については、２者以上の市内中小企業者から見積りが必

要。） 
（４） 管理組合の総会における決議書等の写し 
（５） 法人の従業員数又は資本金等が確認できる書類（法人に係る履歴事項全部証明書等の写し） 
（６） 検査済証の写し又は建築基準法に違反する建築物でないことを確認できる書類 
（７） 分析調査報告書等アスベストの含有を証する書類 
（８） その他市長が必要と認める書類 

※ 同一年度に事前相談を行い、事前相談票に添付した書類は改めて添付する必要ありません。 
※ 同一年度に含有調査の補助を受けている場合は、（１）、（２）、（５）、（７）の添付は必要ありません。 



 

 
 

第３号様式（第６条関係） 

 

川崎市指令   第   号  

施 行 者  住   所                  

 

氏   名               様  

 

川崎市民間建築物吹付けアスベスト対策事業費補助金 

交付決定通知書 

 

 

  年  月  日受付けの川崎市民間建築物吹付けアスベスト対策事業費補助金交付申請

について、川崎市民間建築物吹付けアスベスト対策事業補助制度要綱第６条第４項の規定によ

り、次のとおり交付を決定したので通知します。 

 

    年  月  日 

 

 

川崎市長             

 

 

１ 申請建築物 

（１） 所在地 

（２） 名 称 

 

２ 交付決定額 

         千円 

 

３ 交付の条件 

（１）この事業が  年  月  日までに完了しない場合、又はこの事業の遂行が困難に

なった場合は、すみやかに市長に報告しなければならない。 

（２）この事業の執行にあたっては、「社会資本整備総合交付金交付要綱」、「川崎市民間

建築物吹付けアスベスト対策事業補助制度要綱」、「川崎市補助金等の交付に関する規

則」に基づき、適正に執行しなければならない。  



 

 
 

第４号様式（第６条関係） 

  年   月   日  

 

（あて先）川崎市長 

 

              施 行 者  住   所 

 

                    氏   名               

 

 

川崎市民間建築物吹付けアスベスト対策事業  

着手事前届 

 

申請建築物の 

所在地・名称 

 

補助金交付決定通知 

番号・年月日 

 

着手する事業 □アスベスト含有調査 

□アスベスト除去等（ 除去 ・ 封じ込め ・ 囲い込み ） 

契約年月日  

着手予定年月日  

完了予定年月日  

請負業者等の 

所在地・名称・代表者 

 

現場責任者の 

氏名・資格 

 

備考 

 

 

 

※添付書類 

１ 除去等の作業を開始する前に行った関係法令等に基づく報告書又は届出書等の写し 

２ 契約書等の写し 

３ アスベスト除去等の場合は、工事工程表及び施工計画書等の写し 

４ 建築物石綿含有建材調査者講習修了証明書等の写し 



 

 
 

第５号様式（第７条関係） 

  年   月   日  

 

（あて先）川崎市長 

              施 行 者  住   所 

 

                    氏   名                

 

 

川崎市民間建築物吹付けアスベスト対策事業費補助金 

変更承認申請書 

 

  年  月  日付け川崎市指令    第   号で交付決定の通知を受けた事業につ

いて、事業内容等を変更したいので、川崎市民間建築物吹付けアスベスト対策事業補助制度要

綱第７条第１項の規定により、添付書類を添えて次のとおり申請します。 

 

１ 申請建築物 

（１）所在地 

（２）名 称 

 

２ 変更内容及び理由 

 

３ 補助事業の完了予定期日 

     年  月  日 

 

４ 補助金交付変更額（補助金の額に変更を生じる場合） 

       既交付決定額     千円 

       交付変更申請額    千円 

       差引増減額      千円 

 

５ 添付書類（変更に係る部分に限る。） 

 

 （注） 

・ 添付書類は、アスベスト含有調査は第１号様式別紙及びその添付書類、アスベスト除去等は第２号様式

別紙及びその添付書類とする。 



 

 
 

第６号様式（第７条関係） 

   第   号  

施 行 者  住   所                  

 

氏   名               様  

 

 

川崎市民間建築物吹付けアスベスト対策事業費補助金 

変更承認通知書 

 

  年  月  日受付けの川崎市民間建築物吹付けアスベスト対策事業費補助金交付変更

申請について、川崎市民間建築物吹付けアスベスト対策事業補助制度要綱第７条第３項の規定

により、次のとおり変更を承認したので通知します。 

 

    年  月  日 

 

 

川崎市長             

 

 

１ 申請建築物 

（１） 所在地 

（２） 名 称 

 

２ 補助金交付変更額（補助金の額に変更を生じる場合） 

       既交付決定額      千円 

       交付変更決定額     千円 

       差引増減額       千円 

 

３ 交付の条件 

（１）この事業が  年  月  日までに完了しない場合、又はこの事業の遂行が困難に

なった場合は、すみやかに市長に報告しなければならない。 

（２）この事業の執行にあたっては、「社会資本整備総合交付金交付要綱」、「川崎市民間

建築物吹付けアスベスト対策事業補助制度要綱」、「川崎市補助金等の交付に関する規

則」に基づき、適正に執行しなければならない。 



 

 
 

第７号様式（第８条関係） 

  年   月   日 

 

（あて先）川崎市長 

 

              施 行 者  住   所 

 

                    氏   名                

 

 

川崎市民間建築物吹付けアスベスト対策事業 

完了期日変更報告書 

 

  年  月  日付け川崎市指令    第   号で補助金の交付（変更）決定通知を

受けた事業について、同通知に付された完了期までの事業の完了が困難となったので、川崎市

民間建築物吹付けアスベスト対策事業補助制度要綱第８条の規定により、添付書類を添えて次

のとおり報告します。 

 

１ 申請建築物 

（１） 所在地 

（２） 名 称 

 

２ 交付（変更）決定通知に付された事業の完了期日 

     年  月  日 

 

３ 変更すべき事業の完了予定期日 

     年  月  日 

 

４ 変更の事由 

 

５ 添付書類 

   工事工程表 

 

 

 



 

 
 

第８号様式（第９条関係） 

  年   月   日 

 

（あて先）川崎市長 

 

              施 行 者  住   所 

 

                    氏   名                

 

 

川崎市民間建築物吹付けアスベスト対策事業 

中止（又は廃止）届 

 

  年  月  日付け川崎市指令    第   号で補助金の交付決定通知を受けた事

業について、当該事業を中止（又は廃止）したいので、川崎市民間建築物吹付けアスベスト対

策事業補助制度要綱第９条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

１ 申請建築物 

（１） 所在地 

（２） 名 称 

 

２ 中止（又は廃止）を必要とする理由 

 

 



 

 
 

第９号様式（第１０条関係） 

  年   月   日  

 

（あて先）川崎市長 

 

              施 行 者  住   所 

 

                    氏   名                

 

 

川崎市民間建築物吹付けアスベスト対策事業 

完了実績報告書 

 

  年  月  日付け川崎市指令   第   号で補助金の交付決定通知を受けた事業

が完了したので、川崎市民間建築物吹付けアスベスト対策事業補助制度要綱第１０条第１項の

規定により、添付書類を添えて次のとおり報告します。 

 

１ 申請建築物 

（１） 所在地 

（２） 名 称 

 

２ 補助金の交付決定額及びその精算額 

   補助金の交付決定額      千円 

   精算額            千円 

    

３ 補助事業の実施期間 

   自    年  月  日 

   至    年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

４ 補助事業の成果 

 

   種    別 
    計     画     完     了 

    事  業  量     事  業  量 

 アスベスト含有調査   か所   か所

 アスベスト除去等      ㎡    ㎡

  

  

  

除去 ㎡ ㎡

 封じ込め    ㎡ ㎡

囲い込み    ㎡    ㎡

 

５ 添付書類 

（１） 支払内訳書 （別紙） 

（２） 含有調査の場合は、次の資料を提出すること 

   ア 調査機関が発行した分析調査結果報告書等の写し（建築物の所在地、建物名称、採

取日、調査機関の名称、調査方法、調査箇所の採取中及び採取後の写真、調査結果

等が記載されたもの） 

   イ 調査に要した経費に係る調査機関からの請求書及び領収書等支払いを証する書類の

写し 

（３） 除去等の場合は、次の資料を提出すること 

   ア 施工者が発行した除去等工事結果報告書の写し 

   イ それぞれの作業状況がわかる施工写真 

   ウ アスベスト除去等に関する関係法令等の届出の写し及び適切に処理したことを証す

る書類の写し 

   エ 除去等工事に要した経費に係る施工者からの請求書及び領収書等支払いを証する書

類の写し 

   オ 交付決定額が１００万円を超える場合は、発注実績報告書（第１５号様式） 

（４） その他市長が必要と認めるもの 

 



 

 
 

別紙（支払内訳書） 

（単位：円）   

種 別 
契 約 

請負業者等名 
支 払 摘 

要 年月日 金額 年月日 金額 
 

アスベスト 

含有調査費 

 

アスベスト 

除去等工事費 

 

 

 

 

   

 

 

 

合計       
 
（注１）事業施行者の契約ごと（契約の形式をとらないものも含める）に記入すること。 
   また、２以上の施行者が契約を一括して締結している場合にはその旨摘要欄に記入し、

一括して記入すること。 
（注２）種別の欄には契約の内容を記入のこと。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

第１０号様式（第１１条関係） 

        第   号  

                               年   月   日  

 

 様 

 

                         川崎市長       

 

 

川崎市民間建築物吹付けアスベスト対策事業費補助金額の 

確定通知書 

 

  年  月  日受付けの実績報告の事業について、川崎市民間建築物吹付けアスベスト

対策事業補助制度要綱第１１条の規定により、次のとおり確定したので通知します。 

 

１ 申請建築物 

（１） 所在地 

（２） 名 称 

 

２ 確定補助金額 

             千円 

 

３ 交付決定額 

             千円 

 

 

 

 

  

  

 

 



 

 
 

第１１号様式（第１２条関係） 

  年   月   日  

 

（あて先）川崎市長 

 

              施 行 者  住   所 

 

                    氏   名 

 

川崎市民間建築物吹付けアスベスト対策事業費補助金 

交付請求書 

 

川崎市民間建築物吹付けアスベスト対策事業費補助金の額の確定通知書を受けましたので、

川崎市民間建築物吹付けアスベスト対策事業補助制度要綱第１２条第１項の規定により、次の

とおり請求します。 

 

１ 申請建築物 

（１） 所在地                                   

（２） 名 称                                   

 

２ 請求金額         千円 

 

３ 振込先 
 
 金融機関の名称  銀行      支店

種  
別  

□普通預金  
□当座預金  口座番号  

受  
 

取  
 

人  

住 所  
※施行者住所と異なる場合  

(フリガナ) 

氏 名  

 
 

（電話          ）

  

４ 添付書類 

（１）口座情報がわかる預金通帳等（写し）



 

 
 

第１２号様式（第１４条関係） 

川崎市指令   第   号  

施 行 者  住   所                  

 

氏   名               様  

 

 

川崎市民間建築物吹付けアスベスト対策事業費補助金 

交付決定取消通知書 

 

  年  月  日付け川崎市指令   第    号で補助金の交付決定をした事業につ

いて、川崎市民間建築物吹付けアスベスト対策事業補助制度要綱第１４条の規定により、補助

金交付決定を取り消しましたので、次のとおり通知します。 

 

    年  月  日 

 

 

川崎市長             

 

 

 

１ 申請建築物 

（１） 所在地 

（２） 名 称 

 

２ 交付決定を取り消す理由 

 

 
この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して

３月以内に、川崎市長に対して審査請求をすることができます。この処分の取消しを求める訴

えは、この処分があったことを知った日（前記の審査請求をした場合には、当該審査請求につ

いての裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６月以内に、川崎市を被告として（川

崎市長が被告の代表者となります。）提起することができます。 



 
 

 

第１３号様式（第６条関係） 

誓  約  書 

私は、次の案件の入札に参加または見積書の提出を行うにあたり、

当社が川崎市内に主たる事務所又は事業所を有する中小企業基本法

（昭和 38 年法律第 154 号）第２条第１項各号のいずれかに該当する

中小企業者であることを誓約します。 

 

 案件名                         

※本誓約書に虚偽の記載があった場合には、上記案件に係る入札・見積り等の契約手続 

から除外または契約を解除する場合があります。 

 

【参考】 

○中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号） 

（中小企業者の範囲及び用語の定義）  

第二条 この法律に基づいて講ずる国の施策の対象とする中小企業者は、おおむね次の各号に掲げる

ものとし、その範囲は、これらの施策が次条の基本理念の実現を図るため効率的に実施されるように

施策ごとに定めるものとする。 

一 資本金の額又は出資の総額が三億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が三百人以下

の会社及び個人であって、製造業、建設業、運輸業その他の業種（次号から第四号までに掲げる業

種を除く。）に属する事業を主たる事業として営むもの 

二 資本金の額又は出資の総額が一億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が百人以下の

会社及び個人であって、卸売業に属する事業を主たる事業として営むもの 

三 資本金の額又は出資の総額が五千万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が百人以下

の会社及び個人であって、サービス業に属する事業を主たる事業として営むもの 

四 資本金の額又は出資の総額が五千万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が五十人以

下の会社及び個人であって、小売業に属する事業を主たる事業として営むもの 

○川崎市内企業の定義  

川崎市内に主たる事務所又は事業所を有する企業（原則として川崎市内に登記簿上の本店がある企

業、個人事業主については住所が川崎市内にあるもの）をいう。 

 

                           年  月  日  

（あて先） 

 施行者                 

                   

 

              住所                    

              名称                    

                 （ふりがな）                  

              代表者名                  

              資本金額                円 

              従業員数                人 

                     ※代表者・役員を含む常時雇用されている人数を記入してください。 



第１４号様式（第６条関係）

　　　年　　月　　日

入札（見積り）が行えないことに係る理由書

（※辞退届を含む。）

※複数の理由に当てはまる場合は、（１）から（６）の順に最初に当てはまる１つの理由を選択してください。

（注）市内中小企業者の定義

施行者 住所

氏名

３．提出する見積書の種類及び数量

１．市内中小企業者による入札又は２者以上の市内中小企業者からの見積書の徴収が行えない
　　交付申請額が１００万円を超える契約

２．発注先

４．市内中小企業者による入札又は２者以上の市内中小企業者からの見積書の徴収が行えない理由

（４）継続的に行っている既存設備のメンテナンスや工事の施工における保証等で、特定
　　　業者でなければアフターサービス等に支障がある

（３）特殊な技術や経験・知識を特に必要とするもので、市内中小企業者では目的が達成
　　　できない

（２）２者以上の市内中小企業者で取扱いがない

（１）市内中小企業者で取扱いがない

 市内中小企業者による見積書

 市内中小企業者以外による見積書

通

通

（５）工事を発注する場合で、発注する仕様に定める施工中や施工後の保証内容等を含め、
　　　市内中小企業者では対応できないもの

　（６）の理由を選択した場合、その事由内容

（６）上記以外の事由（事由内容を下記に記載）

　川崎市民間建築物吹付けアスベスト対策事業補助制度要綱第５条第２項に定める市内中小企業者による入札又は２者
以上の市内中小企業者からの見積書の徴取により難い理由について、十分な調査を行った結果、上記理由に該当すると
判断いたしました。上記理由に該当しないことが明らかになった場合、交付された助成金の全部または一部を返還いた
します。

　中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項各号のいずれかに該当し、市内に主たる事務所又は事業
所を有する者（原則として川崎市内に登記簿上の本店がある企業）。※ただし、個人事業主については住所が川
崎市内にある者。



第１５号様式（第１０条関係）

　　　年　　月　　日

発注実績報告書

川崎市長　様

施行者 住所

氏名

１ 事業名

２ 発注実績（別添とすることも可）
　※対象経費のうち、100万円を超える工事、委託に係る契約のみを記載してください。 （単位：円）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

（注）市内中小企業者の定義

　中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項各号のいずれかに該当し、市内に主たる事務所又は事業
所を有する者（原則として川崎市内に登記簿上の本店がある企業）。ただし、個人事業主については住所が川崎
市内にある者

合計

業者名
市内中小

の別
契約金額契約日

　　　　年　　月　　日　　　　　　　　第　　　　号で交付決定された事業について、川崎市民間
建築物吹付けアスベスト対策事業補助制度要綱第１０条に基づき、次のとおり報告します。

契約種別
(工事、委託)

契約名称



 

 
 

（参考様式）（第６条第５項関係） 

川崎市民間建築物吹付けアスベスト対策事業 

事前相談票（ 含有調査 ・ 除去等 ） 

年度 相談番号 

  

太枠内をご記入下さい。 

相談日時   年  月  日     ：   ～   ：      

相談者 
□ 建物所有者   □ マンション管理組合 

□ 業者      □ その他（         ） 

氏 名 

住 所 

                   （℡） 

 

建物名                  建物所有者（         ） 

建物住所 川崎市     区 

建物規模等 
延べ面積    ㎡ 構 造  造  階建て(地上 階･地下 階) 

用途  

建築年月       年  月  日  

アスベスト

の概要 

室名称  部位  

施工面積 (合計)概ね    ㎡(幅    m 長さ    m 高さ    m) 

予定工期 着 手 年  月  日 完 了 年  月  日 

添付資料 

□案内図(写)  □配置図(写)  □平面図(写)   

□現況写真（吹付け材の施工状況の分かるもの）  

□従業員数又は資本金がわかる書類(法人のみ履歴事項全部証明書等(写)) 

□その他（                           ） 

※以下アスベスト除去等のみ  □分析調査結果報告書 

□検査済証(写)又は明らかに建築基準法違反でないことを確認できる書類 

※市が確認 □建物の所有を証する書類 □建築計画概要書等 

確
認
内
容 

・アスベストが含有されているおそれがある。 

（                                   ） 

・多数の者が共同で利用する部分に施工されている。（アスベスト除去等のみ） 

（                                   ） 

・露出して吹き付けられている。（アスベスト除去等のみ） 

（                                   ） 

・建築基準法による耐火性能（アスベスト除去等のみ） 

 □要求あり     □要求なし 

所 

見 

現地調査日時    年  月  日 受 領 印 

 

 

 

 

□対象物件としての条件を満足している。 

□対象物件としての条件を満足していない。 

担当 係長 課長 

   


